
事業事前評価表 
 

１．案件名 
国名：ベトナム社会主義共和国 
案件名：第 3 期国道 1 号線橋梁リハビリ事業（II） 
L/A 調印日：2010 年 3 月 18 日 
承諾金額：1,038 百万円 
借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic of 
Viet Nam） 
２．事業の背景と必要性  
(1) 当該国における民間セクターの開発実績（現状）と課題 
国道 1 号線は、同国の重要かつ最長の幹線道路であるが、国道 1 号線上の橋梁の多

くは、ベトナム戦争中に爆撃により被災し、応急措置がたびたび施されてきたものの、
その多くが耐用年数を超過しており、老朽化した貧弱な橋梁は、国道 1 号線における
安全かつ円滑な道路交通における深刻なボトルネックとなっている。本事業の位置す
るメコンデルタ地域は、ベトナム最大の穀倉地帯であり、米の生産高はベトナム全土
の 50%以上を占めるほか、主要輸出産品である養殖エビは、全国の 70%の生産高を
占めており、地域道路網を整備することにより、円滑な大量輸送手段を確保し、道路
輸送の効率化を図ることが喫緊の課題となっている。 
(2) 当該国における運輸・道路セクターの開発政策と本事業の位置づけ 
ベトナム政府の「第 8 次社会経済開発 5 ヵ年計画（2006‐2010）」では、道路の

改修及び新規建設に重点が置かれている。また、JICA が作成を支援した全国交通開
発マスタープランでは、交通セクター投資計画中、道路セクターが全体 65%を占めて
おり、道路セクターに高い優先度が置かれている。 
(3) 運輸・道路セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 
我が国の対ベトナム国別援助計画（2009 年 7 月）及び JICA の国別援助実施方針

（2009 年 4 月）においては、それぞれ重点課題である「都市開発・運輸交通・通信
ネットワーク整備」において幹線交通網整備を支援の柱の一つとしている。国土を縦
貫する国道 1 号線の一部を建設する本事業は、幹線交通網整備プログラムに位置づけ
られており、フェーズ１を 2002 年度に承諾済み（2003 年 3 月 30 日、承諾額 5,013
百万円）。 
(4) 他の援助機関の対応 
①世界銀行（世銀）：国道・地方道路、内陸水運、都市交通等で広範な協力を実施中。 
②アジア開発銀行（ADB）：ADB も世銀と同様に国道 1 号線への改良事業を行っている
他、サイゴン港補修事業、北部省道改良事業、クンミンーハイフォン物流促進事業や
ノイバイーラオカイ道路整備事業等の大メコン圏経済協力プログラム等に支援を行
っている。 
(5) 事業の必要性 
本事業フェーズ１では、16 橋梁1を対象としていたが、①詳細設計時における設計

変更、②建設資機材価格の大幅な高騰、等の理由によりコスト増が生じ、2006 年に
円借款対象橋梁を 9 橋に削減した（残り７橋は越側自己資金で実施）。しかしながら
2007 年の建設開始後も、鉄鋼、土砂等の建設資機材価格が世界的に高騰した結果、
さらなる資金不足が生じており、同事業の早急かつ持続的な事業効果を実現するため
に追加的な支援が必要となっている。本事業は我が国、JICA の援助重点分野とも合
致しており、本事業を実施する必要性・妥当性は高い。 
 
                                                  
1 LA 調印当時は 17 橋梁を対象としていたが、その後 1 橋を世銀資金で対応することになり、詳細設計は 16 橋梁

を対象に実施。 



３．事業概要  
(1) 事業の目的 
本事業は、ベトナム南部において、国道一号線（カントー～カーマウ区間）上の橋

梁の改修・架替を行うことにより、メコンデルタ地域における道路輸送効率の改善を
図り、もって同地域における経済成長促進・国際競争力強化に寄与するものである。 
(2) プロジェクトサイト/対象地域名 
ベトナム社会主義共和国南部メコンデルタ地域１市３省（カントー市、ハウザン省、

ソクチャン省、バクリュウ省） 
(3) 事業概要 

1)  16 橋梁の改修・架替（うち借款対象９橋梁、越側自己資金 7 橋梁） 
2)  コンサルティング・サービス（詳細設計、入札補助、施工監理・監督、住民

移転計画のレビュー・実施補助、交通安全対策等、16 橋梁対象） 
(4) 総事業費 

13,695 百万円（うち今次借款対象額：1,038 百万円） 
(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

2003 年 3 月～2012 年 9 月を予定（計 115 ヶ月）。16 橋梁の施設供用開始時（2011
年 2 月）をもって事業完成とする。 
(6) 事業実施体制 
 1） 借入人：ベトナム社会主義共和国政府 

（The Government of the Socialist Republic of Viet Nam） 
 2） 事業実施機関：運輸省（Ministry of Transport） 
 3） 操業・運営／維持・管理体制：運輸省道路局（VRA）第７道路管理ユニット 
(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1） 環境社会配慮 
① カテゴリ分類：B 種（カテゴリ A） 
② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「円借款における環境配慮のための JBIC ガイ

ドライン」（1999 年 10 月制定）に掲げるセクター特性、事業特性及び地域特
性に鑑みて、環境への望ましくない影響は重大でないと判断されるため、B 種
に該当する。（なお、現行ガイドライン「環境社会配慮確認のための国際協力
銀行ガイドライン」（2002 年 4 月制定）では、本事業は道路セクターに該当し、
影響を及ぼしやすい特性を伴うため、カテゴリ A に該当するが、大幅なスコー
プ変更がないため、本案件については、当初審査時に適用した 1999 年ガイド
ラインを今回も適用する。) 

③ 環境許認可：国道１号線全体の EIA は科学技術省（当時）が承認済み（1999
年 7 月）。また橋梁部分に特化した EIA を実施機関が作成し、2002 年 11 月に
天然資源環境省が承認済み。 

④ 汚染対策：建設中及び供用時の廃棄物処理、水質汚濁防止等については、コン
サルタントの監督により所要の対策をとることで、ベトナム国内の環境基準を
満たすべく配慮が行われている。 

⑤ 自然環境面：重大な影響はない。 
⑥ 社会環境面：本事業は、1,958 世帯の用地取得が発生し、うち約 210 世帯が住

民移転を伴う。用地取得・住民移転に係る手続きは同国国内法に基づき実施機
関が作成した住民移転基本計画に沿って実施されている。2009 年 12 月時点で
用地取得にかかる住民への補償金支払いは完了しており、住民移転は 210 世帯
中 197 世帯が完了。残り 13 世帯の移転は 2010 年 3 月に完了する見込み。 

⑦ その他・モニタリング：実施機関が大気質、水質等につき、環境モニタリング
を実施。 

2） 貧困削減促進：幹線道路が整備されることにより、貧困数が相対的に多いメコ
ンデルタ地域の貧困層への裨益が期待される。 

3） 社会開発促進：特になし。 
(8) 他ドナー等との連携：本事業と同区間における世銀による事業「メコンデルタ交



通改善及び洪水対策事業」とは密接な情報共有のもとで連携して事業が進められ
ていた。なお同世銀事業は 2008 年に終了。 

(9) その他特記事項：特になし。 
4. 事業効果 
(1) 運用・効果指標 

指標名 基準値(ﾌｪｰｽﾞ 1) 

（2002 年実績値）

基準値(ﾌｪｰｽﾞ 2) 

（2008 年実績値）

目標値（2013 年） 

【事業完成 2年後】 

(a)年平均日交通量（台／日）    

カントー 7,722 10,295 13,787 

ソクチャン 7,791 10,235 13,567 

バクリュウ 7,192  9,353 12,288 

カーマウ 7,967 13,568 17,965 

(b)所要時間の短縮（時間）    

カントー～ソクチャン間 1 時間 45 分 1 時間 10 分 50 分 

ソクチャン～バクリュウ間 1 時間 45 分 1 時間 10 分 50 分 

バクリュウ～カーマウ間 1 時間 55 分 1 時間 20 分 1 時間 

 (2) 内部収益率 
以下の前提に基づき、本事業の経済的内部収益率（EIRR）は 17.7%となる。（本

事業と同区間・同時期に実施される世銀の道路改修事業との相乗効果を反映させるた
め、世銀道路事業も含めて算出）。なお、本事業は対象橋梁等単独での財務的収益性
の維持・確保が求められていないため、財務的内部収益率（FIRR）は算出せず。 

【EIRR】 
費用：事業費（税金を除く）、運営・維持管理費 
便益：走行経費節減効果、走行時間節減効果 
プロジェクトライフ：25 年 

5. 外部条件・リスクコントロール 
特になし。 
6. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
第１期、第２期の事後評価（2007 年 12 月）では、事業の遅延要因として、①用地

取得手続きの遅延、②政府の許認可手続きの遅延、③コントラクターの財務上の問題、
④悪天候と自然災害、が指摘されていた。本事業（第３期フェーズ２）の実施にあた
っては、遅延防止策として、VRA、PMU,コンサルタント、コントラクター間でのモ
ニタリングフォーマットを作成し、JICA に定期的な報告を求める体制を構築する予
定。 
7. 今後の評価計画 
(1) 今後の評価に用いる指標 

1） 年平均日交通量（台/日） 
2） 所要時間の短縮（時間） 
3） 経済的内部収益率（EIRR）（%） 

(2) 今後の評価のタイミング 
事業完成２年後 

以 上  


